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　　　　パ ッ ク ス （連帯市民協約）は

日本 に お い て 少子 化対策 に な りえる の か ？

田和 真希 （武 庫川 女子 大学非常勤講 師）

先進国の 中で 出生率 の 高い フ ラ ン ス

　先進国諸国が 少子化 で悩む中、フ ラン ス は

合計特殊出生率が 2．0 （2010 年）と、日本 の

1．4、EU の 平均値約 1．5 と比べ て も高 い 。今

やフ ラ ン ス は先進国 の 中で は、合計特殊出生

率 1．98 の ス ウェ
ー

デ ン と並 ん で少子化対策

の お手本 となる国とな っ た 。

　先進国で 出生率の 高い 国 の 特徴とされ るの

は、婚外子率の高さで ある。ス ウェ
ーデ ン に

おい て は 54．7％、フ ラン ス に おい て は 52。6％

と、ともに 5 割を超 える （2008 年）。こ の 両

国が違 うの は 、ス ウ ェ
ーデ ン で は婚外子 は

1980年の 39．7％か ら 15％の増加に とどまっ

て い るが 、フ ラ ン ス にお い て は 1980 年 の

11．4％か ら 5 倍に も増加 した こ とで ある。こ

の 増加 に
一
役買 っ た の がパ

ッ クス （連帯市民

協約）と言われ て い る。

　パ ッ ク ス とは、事実婚や同性愛の カ ッ プル

に対 し、税控除や社会保障などに つ い て結婚

に準ず る権利 を与 える 。
パ ッ クス 婚は貞操の

義務も な く、双方の 合意が なくて も片方 の 意

思だけで解消 で きる。子 どもの 親権 も結婚 し

た場合と同 じような措置が とられ 、
パ ッ ク ス

締結後 2年た て ば条件付き で パ ー
トナ ー

には

法律婚 と同 じ相続税や贈与税の 軽減措置が認

められ る。 2006 年には、結婚数 27 万件に対

して 、8 万件の パ ッ クス が結ばれた 。 もとも

とフ ラ ン ス で は 1972 年に嫡出子 と非嫡出子

の 法的差別 が解消 され て結婚 して い ない カ ッ

プル で も子 どもを持ちやす くなっ てはい た 。

パ ッ クス 婚 を して 子 どもが で きた ら結婚 に 移

行す るカ ッ プル も多い が、目本の よ うに家単

位の 結びっ きとい うより、法律上 の 立場をカ

ッ プル の 意思で 選 ん で い る。

　で は、果た し て 日本 に お い て も婚外子が増

えると出生数が増 えるの であろ うか ？婚外子

を持ちやすい 制度 ・パ ッ ク ス が導入 されれば

出生数 は増え る の で あろ うか ？そ こ に は 、日

仏 間で様 々 な違い が あり、制度をそ の まま導
』

入 して も効果がある とは言 い難い 。

効果の ある少子化対策 とは ？

　現在、仕事 と家庭 の 両立を容易 にす る環境

を整える こ とが出生率増加に貢献する こ とは、

先進国 で は常識で ある。そ の ために第一
に短

縮勤務、第二 に保育環境 の 整備が急 がれ て い

る。第一
の 短縮勤務につ い ては、日本 で は大

企業で 2010 年に改正 育児介護休業法が施行

され、2012年か らは中小企業に も対象が広げ

られ、短時間勤務制度、所定外労働 の 制限が

法律上 は実現 され た。第二 の 保育環境にっ い

て は、日本で は 2 万 6 千人 （2011 年）の 待

機児童が認可保育園 へ の 入 園を希望 し て い る。

しか し、行政も保育園を整備 し、企業もベ ビ

ーシ ッ ター料金を補助する等の 改善策を講 じ

て きた 。 そ もそ も、フ ラン ス に お い て も保育

園は不足 して お り、3 歳未満 の 子 どもの
一・

割

の 定員し か な い。そ れ を補 う保育マ マ 、私的

に雇 うベ ビー
シ ッ タ

ー
な どの 制度が整っ て お

り家族手当は充実 して い る 。 しか し、正 祉員

とい う身分であれば、現在 目本 が フ ラン ス に

比 べ て保育環境が劣 っ て い るとは言 い 難い 。

日本ならで は の 国民の 意識

　私は制度以上 に 国民の 意識 が 、女性が仕事

と家庭の 両立する こ とを妨げて い る と考える。

　第
一

に 、 男女 の 役割意識で あ る 。 日本に お

い て は男性の 459 ％。女性 の 37．3％が 「夫は

外で働き妻は家庭を守る」 を支持 して い る。

そ の結果、男性は主たる稼ぎ手 の 位置確保 の
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ため、正社員で あっ て も非正規雇用で あ っ て

も長時間労働 に勤 しむ 。

一
方 、 女性は非正規

労働に甘ん じる割合 が フ ラン ス に比 べ て 多く、

低賃金に留ま っ て い る。男性は長時間労働で

家庭を支え、家事や育児に協力する こ とが困

難になる。
二 人 ともフ ル タ イ ム の 共働きの カ

ッ プル の 場合で も、家事や子 どもの世話にか

ける時間は フ ラン ス で は女性 が平均 1 日平均

3 時間 55 分で あるの に対し 、 男性 は 2 時間

14 分で あ り、 割合は約 2 対 1 で ある。
一

方 日

本に お い て は 、女性 3 時間 50 分に対して 、

男性 36 分と割合は 6 対 1 で ある。 日本では

仕事 と家事 の 両 立 に おい て、家庭内で は女性

の 負担が圧倒的に多い の で あ る。また、女性

は結婚相手 の条件に年収をあげ、叶えられず

晩婚化の原因に もな っ て い る 。 さらに 、 女性

が家事や育児で 手 を抜く こ と は許 されない 風

土 が あり、育児を 1 人 で 背負 い 家事 をア ウ ト

ソーシ ン グする こ とにも罪悪感を感 じて い る。

男女とも従来 の 役割意識 か ら外れる こ と を し

た時に起こ る意識の ギ ャ ッ プ に苦しむ こ とが

多い の で ある。

　第二 の 「三歳児神話」は 、 1951年に発表 さ

れた J ・ボ ウル ビ ィ の 「母親剥奪理 論 」 が 基

になっ て い る。同説は乳幼児期に お ける情緒

的なかかわ りをする 「母親性 」 の 重要性を説

い たが 、 養育者 を母親に限定する もの で は な

か っ た。それが 目本に お い て は、「母 」に対す

る強い信仰や、経済の成長期 の 政治や行政 の

方向性に影響を受 けて 日本風 に変化 して 広ま

っ た 。 そ の 結果 、高度成長期に は 企業に 滅私

奉公 して くれるサラリ
ー

マ ン を支えるため専

業主婦の 母親の 子育て に期待 がかけ られ、「日

本古来 の 伝統 に の っ と っ た家族愛、中で も母

性愛をもっ て 乳幼児の世話を行 う」 こ とが尊

ばれたの で ある。そ の 後、「平成 10 年版厚生

白書
一

少子化 を考える」 で 、同神話に は少な

くと も合理 的な根拠 は認め られな い と否定 さ

れたが、3 歳未満 の 子 どもを預 けて働く母親

の多くは罪悪感 をもっ て い る。フ ラン ス で は、

母親よ り育児の プ ロ で ある保 育士 に預け る 方
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が良い と母親は考え、育児 中の 母親も子 ども

との 適度 な距離は必要であ り、父親、祖父母 、

親戚、外部 の 力 を借 りて 、肩 の 力 を抜 い て育

児を楽し んで い る、日本で も、母 へ の 過剰 な

期待が薄れ、過度の 母子密着が防げた ら、虐

待も防ぐ こ とがで き る で あ ろ う。

　第三に、日本 で は結婚 の 中で しか子 どもを

産 んで は い けない とい う強迫観念の 強 い 国で

あ り、婚外子が 2．1％ と先進国の なか で はず

ば抜 けて 少 な い 。そ の背景に、非嫡出子 は 嫡

出子に比 べ 、税制、社会保障、遺産相続にお

い て同等 の 権利が与えられ て はい ない とい う

現実があ る。

　第四に、日本 の 結婚主義の 土台はまず、今

なお強 く残 る家制度か らもた らされ て い ると

い う意識 である。この よ うな結婚の意識は 、

そ の ま ま事実婚 へ の偏見、非嫡 出子 翻 「亅な ど

の 問題 にも繋がっ てい る。

多様なカ ッ プル を許容する制度の 必要性

　世界的 に 結婚 に頼 らな い 子 どもの 数は増加

しつ つ ある。その 背景には、社会的な制約に

縛 られずに個人 として 生きた い若者の存在が

ある。日本に もこ の 個人化 の 流れはあるが 、

私 は、フ ラ ン ス 版 パ ッ クス が 日本 の 少子化対

策にはならない と考える。両国で は恋愛や結

婚に対する価値観や現状が 違 い
、 結婚 の 代替

や同性カ ッ プル の 保護で あっ た フ ラン ス の 利

用 目的も日本で は違 っ て くる と考えられ るか

らで ある。 現段階の 日本 で は 、 同性カ ッ プル

を制度利用 の 対象範囲とす るケ
ー

ス は ごく稀

で あろ う。現時点で は、日本に合わせ て 事実

婚や非嫡出子 に対して 結婚 とほ ぼ同等 の 権利

を与えた、新しい カ ッ プ ル 保護 の 形を導入す

るべ きで あると考える。そ うする こ とで 、母

子
・
父子家庭、寓齠1亅家庭、再婚カ ッ プル の 家

庭、同性 の カ ッ プ ル 、事実婚 の 家庭、別姓を

望むカ ッ プル などが 生 きや すくな り、日本 で

様 々 な方面で影響を与 えて い る意識形成に変

化をもた らし、 多様 陸を認 めるようになるで

あろ う。 その 結果、は じめ て 日本版パ ッ ク ス

は少子化対策にもな りうると私は考える。
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